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地域防災力の向上を目指した実践的研究
──京都市北区における大学・地域包括連携協定の取り組みをもとに
後 藤 至 功
1．はじめに －京都市北区における大学・地域包括連携協定の締結－
京都市北区では、大学との相互協力により大学と学生の力を活かしたまちづくりを推進し、















〔 抄 録 〕
兵庫県南部地震（以下、「阪神・淡路大震災」）から 20 年。この間、新潟中越地震（2004 年）、











表 1 2012 年～2015 年における主な地域防災の取り組み
年度 学区 内容




































災害対策基本法第 42 条に基づき作成されたものであるが、2003 年、詳細な地震動予測に基づ
く建物倒壊による被害と火災延焼被害を総合した第 3次被害想定を策定し、M 7.5（震度 6強
～7クラス）の花折断層地震が発生した場合、避難者約 30 万人、死傷者約 16 万 8,400 人、全
・半壊約 16 万 2 千棟との予測を立てた2）。なお、京都市に影響する断層については、先の花
折断層の他に、桃山・鹿ケ谷断層（M 6.6 震度 7）、宇治川断層（M 6.5 震度 6強）、樫原～
水尾断層（M 6.6 震度 7）、光明寺～金ヶ原断層（M 6.3 震度 6強）、有馬高槻断層（M 7.2
震度 6強）、黄檗断層（M 6.5 震度 7）、琵琶湖西岸断層（M 7.7 震度 6強）、南海トラフ巨大
地震（M 9.0 震度 6強）等（表 2参照）がある。
京都市では東日本大震災の教訓を生かすため、2011 年 6 月、「京都市防災対策総点検委員















花折断層 47 km 7 M 7.5 5,400 人 117,800 棟 293,600 人
桃山断層～鹿ケ谷断層 11 km 7 M 6.6 2,200 人 49,100 棟 156,000 人
宇治川断層 10 km 6 強 M 6.5 700 人 12,100 棟 134,600 人
樫原～水尾断層 15 km 7 M 6.6 700 人 13,500 棟 118,200 人
光明寺～金ヶ原断層 8 km 6 強 M 6.3 100 人 1,800 棟 23,800 人
有馬・高槻断層系 34 km 6 強 M 7.2 500 人 8,300 棟 110,800 人
黄檗断層 10 km 7 M 6.5 500 人 10,800 棟 41,100 人
琵琶湖西岸断層系 55 km 6 強 M 7.7 800 人 28,700 棟 140,700 人
南海トラフ巨大地震 － 6強 M 9.0 510 人 7,630 棟 －
（京都市行財政局危機管理室作成）


























7/9 第 1 回検討会の開催（第 1案提示）マニュアル（案）の基本方針等の検討等
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9/18 第 3 回検討会の開催（第 3案提示）マニュアル資料編及び手引き（案）の課題抽出及びその解決策の検討等









































る疲労」等で、死者の 9割は 66 歳以上の高齢者であったことがわかっている8）。また、東日
本大震災をきっかけに体調を崩して亡くなり「震災関連死」と認定された人が 2015 年 3 月末






















































































いる。特に 2013 年 6 月に制定された「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（い





























































































を内容とした「災害対策基本法の一部を改正する法律（平成 24 年法律第 41 号。以下「第一弾
改正」という。）」を制定した。その後、第一弾改正の残された課題や、防災対策推進検討会議
の最終報告書等を踏まえ、更なる災害対策法制の見直しについて検討を進め、2013 年 4 月 12
日に「災害対策基本法等の一部を改正する法律案」を閣議決定、同 15 日に国会に提出した。


























































祉法人 AJU 自立の家による GIS を使った災害時要援護者避難支援システムにおける研究等）
をみるのみである。海外においては、FEMA（アメリカ合衆国連邦緊急事態管理庁）による
災害医療システムにおける研究や自助を基盤とした教育・訓練における研究等の中で、当事者
による災害対策プログラムに関する実践研究がみられ、また、米国の National Council on
Disability のレポートでは当事者による実践プログラムである災害準備トレーニング（Feeling




















日時：2015 年 10 月 31 日（土）19 : 00～21 : 00、11 月 15 日（日）9 : 00～12 : 00
会場：柊野小学校、西賀茂中学校、京都産業大学







初めてとなる大雨特別警報が発表された平成 25 年台風 18 号では、京都市内でも記録的な大雨
となり、平成 26 年 8 月豪雨においても、京都市内で観測史上第 2位となる 1時間あたり 87.5
mm の大雨が観測された15）。また、同「平成 26 年 8 月豪雨」による広島市北部での土砂災害


































１） 災害対策基本法第 42 条に基づき，1963 年，京都市防災会議が作成した．震災対策編，一般災害対策編，
事故対策編，資料編，原子力災害対策編，原子力災害対策編（資料編）からなる．
２） 2003 年，詳細な地震動予測に基づく建物倒壊による被害と火災延焼被害を総合した第 3次被害想定を策
定．避難者約 30 万人，死者約 5,400 人，負傷者約 16 万 3,000 人，全・半壊約 16 万 2,000 棟，断水約 52
万戸，停電約 14 万 7,000 戸，ガス供給停止 約 68 万戸との被害想定が出ている．
３） 日本火災学会（1996）「1995 年兵庫県南部地震における火災に関する調査報告書」より引用









６） 内閣府・被災者生活チームの調査によると，阪神淡路大震災（1995 年）で 4か月後に 500 人の避難者，


















10）いずれも内閣府男女共同参画局調べ．復興計画は 2012 年時点で沿岸 38 市町村を対象．都道府県防災計
画は 2014 年時点のデータである都道府県防災会議の委員に占める女性の割合は 2012 年より年々高まっ
















13）10 周年記念事業実行委員会編集『1. 17 防災未来賞「防災甲子園」10 周年記念誌・ぼうさい甲子園～未
来に奇跡を育みはじめた 10 年間～，1. 17 防災未来賞「ぼうさい甲子園」』，矢守克也，10, 2015 年
14）Yoko Kitami,『Summary Report, Department of Health － Developmental Disabilities Division and Uni-
versity of Hawaii at Manoa － Center on Disability Studies LOG NO.14-102-M 1』From September 1,
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